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―昭和恐慌期における共同 ・日東漁業株式会社の
技術的合理化を中心にして―
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は じ め に
日本漁業 は大正時代 に資本制生産の緒についたとされ
る。むろん都市資本や地方産 業資本 に把 えられていた
トロール,捕 鯨 などの移植漁業は明治後期 から先行的
に資本制生産様式を展開 させていたが,漁 業 という在
来産業の分野 に全国的規模で資本籏生 をみたのは第1
次大戦期であった。
それは第1に,こ の時期の漁船動 力化(い わゆる第
1次 動力化)が 漁 業生産 力展開の新機軸 となることに
よって,沿 岸 から沖合 ・遠洋へ と漁場 の資本主義的利
用 ・拡大へ の展望 をきり拓 き,第2に,こ うした漁場
の外延的拡大 を助長するよ うな技術 進歩や政策的プッ
シュ(「 遠洋漁業奨励法」,「 重油免税措置」 など)
があり,そ して第3に 在来産業分野で さえ広汎 な資本
形成を促進せ しめず にはおかなかっ た第1次 大戦を契
機 とする社会的分業の発展 と統一的国内市場 の成立 ・
深化 に負っ ている。
しかし,こ のよ うな 「好条件 の組合せ」 による初発
の資本籏生 をもって直 ちに大正期 を漁業 にお ける産業
資本確立期 とす ることはで きない。それは,わ が国が
かつて経験 したこともない経済膨張期 に生成 した漁業
の小資本群 が,大 戦後恐慌 から昭和恐慌 にいた る不況
深化 の時代 に産業資本 としての生産力基礎 を固め,低
迷 ・収縮す る国民購売力 に依拠 しつつナシ ョナルな市
場 を基盤 としうる食糧産業の担 い手 として成長 しうる
か否かにかかっ ていた。
その意味で明治末 からわが国漁業の資本展開 をリー
ドし,企 業採算的 にもっ とも有望視 されていた初期 ト
ロールの大戦期 における終焉 は,当 期 の漁業資本の産
業的末成熟 を暗示す る象徴的 なアクシデ ン トで あっ た
といえよ う。事実,大 戦後恐慌後,発 展頭打 ちになっ
た漁業小資本群 を制圧 して昭和恐慌→準戦時期 には漁
業独 占の確立 をみている1)
では,大 正期 に籏生 した漁 業小資本群 は,そ の後 の
景気後退過程で成立 した 「二重構造」の下で もっぱ ら
被支配部門 に再編 され,漁 業 における 「中小 企業問題」
の発生基盤 をつ くることになるのであろ うか。
本稿では,ま ずi)独 占部 門 を除 く沖合遠洋部 門で
産業資本 として成熟 をみた業種 はなかったか,あ った
とすれば,ii)そ れは恐慌への対応策 として も,資 本
制生産の基礎 を固め国民的食料産業 と して再 生す る必
要からも,内 発 的 な産業合理化運動の展開 を不可欠 と
したはずだ し,合 理化運動が必然化す れば,iii)ど の
よ うな運動 の成果 にもとずいて,そ れが成長の条件 に
転化 したのか,と い う戦前期漁業資本主義化 の研究で
は とうてい避 けえない問題提起 を行 ない,そ れを戦前
期漁業の なかで先駆的な産業的成長 を遂 げた以西底 曳























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ステ　ィ　ーム 機　　　船 底 曳
ト　ロ　一　ル 鋼船ディーゼル 木船ディーゼル
船 型　　規 模 220トン型 72トン型 49トン型
航 海　　度 数 19．4 19．2 16．0
航 海　　日 数 285．5 314．4 265．0
1 航海平均　日 数 14．7 16．4 16．6
漁 獲　　　亟 数 17，427 20，205 11，785
漁 獲　　金 額 71，767 100，248 58，632
1　航 海平均亟 数 899 1，057 737
1　航 海平卸金 額 4，011 5，245 3，664
経 営 費 60，566 72，514 47，345
1航海平均経営費 3，124 3，794 2，959
差 引　　利 益 17，201 27，729 11，286
1　航 海平均利 益 887 1，451 705
船 価　　償　　却 費 7，500 8，667 6，400
償 却　後　利 益 9，701 19，062 4，886
残 存　　船 価 75，000 130，000 32，000
今 後　償　却　年 数 10年 15年 5年
投 下　　資　本 額 101，533 161，923 52，472
水 揚　高　利　益 率 13．5 19．0 8．3











漁労 総資本 払込資本 内部留保 自己資本 同比率 事業収益 船価償却 支払利子 純利益 資本利益率 漁労体当り利益
年　　度
体　数 A B C B十C B＋C／A D E（E／D） F（F／D） G G／A（G／B） 償却前 償却後
昭昭6年4月 25 3 22 6．0 15 7
3 376 225 28 253 68．9 69
～7年5月 （36。2） （4，3） （9，8） （100） （100）
7年6月 67 13 90 13．0 28 15
6 691 375 183 558 80．7 213
～8年5月 （31．5） （6．1） （24．0） （190） （205）
8年6月 69 6 152 20．7 37 25
～9年5月
6 735 375 282 657 89．．4 276．
@　　（25．0） （2．2） （40。5） （248） （346）
9年6月 104 16 178 18．2 31 20
～10年5月
9 978 450 395 845 86．4 379
（27．4） （4．2） （39．5） （210） （269）
10年6月
ﾚ11月5月










11年6月 123 3 206 13．4 38 31
～12年5月
10 1，532 700 664 1，364 89．0 525
（23．4） （0。6） （29．4） （257） （420）
12年6月
`13年5月
10 1，741 700 882 1，582 90．9 606
　　98
i16．2）
一
348 　2Q？0
i49．7）
　45
i299）
　35
i475）
注1＞漁労体当り利益のカッコ内は指数
　2）船価償却・支払利子のカッコ内は事業収益にたいする償却費・利子の割合を示す
　3）水産庁，明治・大正時代における漁業技術発展に関する研究（H），昭和35年，P64～65より作成（原資料は日東漁
　　業KK第1～7回営業報告書）
南支那海を皮切りに，ベーリング海，オーストラリア
近海，メキシコ湾に出漁し，遠洋漁場の開発に乗出す
ひとつの契機は生産力競争段階に入りっっあった以西
漁場では，発展途上にある機船底曳と競合しても勝目
がないことを，子会社の操業実績から如実に知らされ
たことに求められよう。
　日東漁業は創業初年度底曳船3組から出発し，2・
3年目6組，4年目9組，5年目10組と，わずか4年
間に漁労体数3倍以上の規模拡大を遂げたが，その間，
銀行借入れを行ったのは，昭和7年の6万円と10年の
3万円の2回だけで，総額200万円をこえる許可の買
収と漁船建造の資金はほとんど内部留保でまかなって
いるのが注目される。その蓄積と拡大のペースを第2
表によってみると，昭和6～12年度7期で総資本4．7
倍，払込資本3．1倍，自己資本6．3倍，純利益15．8倍，
漁労体当り償却後利益4．7倍と驚威的な伸長をみせて
いる。
　このような高蓄積によって払込資本に原価償却を含
む内部留保を加えた自己資本の総資本に対する割合，
つまり自己資本比率は初年度の6割台から，2～4年
度8割台へ，5～7年度9割台へと年を追ってアップ
し，資産に対応するものが，ほとんど資本であるとい
う，類い稀な財務状態が現出していることで，設備投
資にたいする内部資金準備が急速に進められていたこ
と，したがって，規模拡大はあくまで内部蓄積の範囲
内で行なうという不況深化の時代に培われた戦前期企
業経営の蓄積・拡大パターンが，日東漁業の投資ビヘ
ビアには典型的に具現されているといえる。そのため，
事業収益に占める支払利子の割合は，きわめて低率で
あって，こうした，いわば自己資本9割，利子負担ゼ
ロの超建干経営が恐慌の最中に生まれ，急速に成長し
たことは戦前期，産業経営史のなかでも特異な事例に
属するものとおもわれる。
　以上，以西底曳漁業における「技術的合理化」の経
営的成果を大雑把に検討してきたが，それでは，これ
ら以西企業の利益率水準は，不況期から準戦時期にか
けて，社会的にどのような水準に達していたのであろ
うか，第1図に示した全国法人企業と共同・日東漁業
の利益率を比較してみよう。
　まず，全国法人企業平均の払込資本利益率は大正12
年時10％前後にあったが，不況深化で下降を示し，昭
和恐慌時には5％まで落込んでいるが，財政インフレ
と経済の軍事化が進む昭和10年代初頭は12～14％に回
復している。製造業企業平均の払込資本利益率も同様
の変動パターンを示すが，恐慌時の低落が大きい割に
その後の回復が早く，昭和8年の13％台から13年の17
％台へと急上昇しV字型を示している。
　これに対して共同漁業の場合は大正12年4割台の高
水準（これは当時，最高の利益率水準を達成していた
紡連加盟の棉紡績企業の払込資本利益率と較べてもそ
ん色ない水準であって，大正期のトロール収益性が社
会的にも抜群であったことを示している）で，昭和2
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d：9．8　24．0　40．5　39．5　58．7　29．4　49．7
d’：6．0　13．0　20．7　182　243　13．4　200
　　　　　　　　第1図
a：法人企業払込資本利益率
b：製造業企業払込資本利益率
C：共同漁業KK払込資本利益率
d：日東漁業KK払込資本利益率
d’：日東漁業KK総資本利益率
法入企業および共同・日東漁業の利益率比較
　　　　注1）aは中村隆英，戦前期日本経済成長の分析，P129お・
　よび日本経済統計集，P130による
2）bは同統計集P132による
3）cは共同漁業株式会社之事業P61～67および日本水産
　50年史，P295による
4）d，d’は日東漁業KK第1回～第7回営業報告書より算出
年までは3割台を確保するが，3・4年に2割台に落
ち，5年には上期の20％，下期には15．9％で底をつき，
8年までは16～17％の水準を確保している。これはむ
うん同期の法人企業平均，製造業企業平均と比較して
も高水準であり，とりわけ，ゼロ利益，マイナス利益
の資本採算が一般化していた恐慌期に15～16％台を維
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持しえた企業は独占的大企業でさえごく限られていた
はずだから，共同漁業が，この期に設備投資による事
業合理化を積極的に推進し，そのことによって平均利
潤をこえる超過利潤の実現を可能にしたものとみて大
過あるまい。それが昭和8～15年の独占的水産企業へ
の成長の足がかりとなり，その躍進過程で技術的合理
化にもとつく超過利潤を固定化させ，それを独占利潤
に転化させることに成功したのである。したがって共
同漁業の場合は，遠洋トロールの発展，北洋カニ漁業
や南氷洋捕鯨など高収益部門への進出，企業合併，吸
収によって事業を拡大し日産コンチェルンのなかで，
重要な位置を占めるにいたるが，これを「許可の制度
的独占を通じて低い生産力段階で漁業独占が成立した」
などとはいえないのであって，トロール企業が巨大水
産コンビナート企業に成長する過程には，このような
昭和恐慌期における卓越した技術的合理化が介在して
いたことを看過すべきでない。
　日東漁業の払込資本利益率は初年度を除けば図示し
たどの利益率水準よりも抜きんでており，大正期わが
国産業のなかでもっとも高収益部門と目されていた紡
連加盟の綿工業企業や共同漁業（トロール部門）の利
益率水準を，昭和恐慌期から準戦時期にかけて再現し
ているとさえいうことができる。ことに，この企業
の総資本利益率が，戦時経済へ向けて上昇基調にあっ
た製造業企業平均の払込資本利益率をさえ凌駕してい
ることは驚威的と形容する他はない。このような昭和
6～12年間に亘る高収益の持続的拡大は，日東漁業が
底曳経営で超過利潤を獲得していたことのまこうかた
なき証左であるが，それは恐慌後の以西底曳漁業にお
ける生産力競争によって実現された，というより，不
完全競争もしくは非競争による生産力格差の形成とそ
の固定化によって生みだされたのだとしなければなら
ない。なぜなら，昭和5年の大型化通牒によって競争
条件が制度的に成熟したにもかかわらず，大型化競争
に参画したのは日東漁業，豊洋漁業などごく少数企業
に限られていたため，その過程で大きな生産力格差が
形成され，戦前には，それが固定化されていたからで
ある。
　それは生産力競争で独走した，これら少数の以西企
業が，単に許可制度のもつ資本統制機能や利潤創出機
構の恩恵を独占した，というにとどまらず，底曳生産
力の拡充過程において後続を容易に見出しえなかった
がゆえに，許可制三下で実現された超過利潤を長期に
亘って独占しえた，という事情によるものである。も
し，戦後の大臣許可漁業のように，生産力競争が普遍
化していたとしたら，この種の先発的な超過利潤が消
滅するまで競争を激化させずにおかなかったはずであ
るが，戦前の以西底曳漁業は制度的にはともかく，中
小資本多数が生産力投資を行なえるほど，その客観的
　　　　　　　　　　　条件が成熟していなか　つた。誤解のないように断っ
ておくが，このような生産力段階であったからこそ，
日東漁業の規模拡大が際立ち，利益率の持続的上昇と
いう形をとった高蓄積パターンを維持することが可能
となったのであり，それはまさしく，生産力格差の形
成とその固定化のもとで，設備投資＝技術的合理化の
先駆によって実現された超過利潤を独占する過程であ
った，といいたいのである。このように競争条件が十
分に成熟していない生産力段階において，大型化投資
を先行したために発生する超過利潤は，したがって，
許可の集中や底曳船の集積によって生み出される利潤
とは，その性格を異にしている。集中した許可をもっ
て高度な生産力を形成せしめうるか否かが，この段階
での超過利潤固定化の決め手になるのであって，日東
漁業のように，規模拡大過程で相当量の許可を集中し
たといっても，それは独占にはほど遠く，むしろ，か
かる許可の「非独占」にもかかわらず，超過利潤を
「独占化」しえたこと，ぎゃくにいえば底曳船の集積
量最大であった林兼商店が生産力投資を逡巡したがゆ
えに超過利潤の固定化に失難したことに，昭和恐慌期
における技術的合理化の成果を見出したいのである。
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昭和初年代の以西底曳漁業の生産力高度化には，技術的合理化を達成しえた，ごく少数の以西企業と，そこまで行けない
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